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(57) Abstract: The purpose o f the present invention i s to irradiate a sub
strate with flash light and heat the substrate t o the required temperature
while preventing cracking of the substrate. A n impurity- injected substrate i s
heated to a preliminary heating temperature. Then, the surface o f the sub
strate i s irradiated with flash light and heated to a target temperature. Flash
light irradiation i s continued and the surface temperature i s held for a prede
termined time near the target temperature. The time o f flash light irradiation
in the flash heating step i s set so as t o be longer than the heat conduction
time required for heat t o b e conducted fixim the obverse surface to the r e
verse surface of the substrate. While the flash light irradiation i s taking
place, the difference in temperature between the obverse surface and the r e
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perature. I t i s therefore possible to moderate the concentration of stress due
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(57) 要約： 基板の割れ を防止 しつつ、基板 にフラ ッシュ光 を
照射 して必要な温度 にまで加熱す ることを 目的 とす る。不純
物注入 を行 った基板 を予備加熱温度 にまで加熱 した後 、基板
の表面 にフラッシュ光 を照射 して 目標温度 にまで加熱 し、 さ
らに フラッシュ光照射 を継続 して表面温度 を 目標温度近傍 に
所定時間維持す る。 この ときに、 フラ ッシュ加熱工程 におけ
るフラ ッシュ光の照射 時間 を基板の表面か ら裏面への熱伝導
に要す る熱伝導 時間 よ りも長時間 と し、 さ らにフラ ッシュ光
を照射 している間は常 に基板の表面 と裏面 との温度差 を予備
加 熱温 度 か ら目標 温 度 までの 昇温 温度 の 半分 以下 と して い

る。 このため、基板の表裏面の熱膨張差に起 因 した応 力集 中を緩和す る ことができ、基板の割れ を防止す
ることができる。



明 細 書

発明の名称 ：熱処理方法および熱処理装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、半導体ウェハーや液晶表示装置用ガラス基板等の薄板状の精密

電子基板 （以下、単に 「基板」と称する）に光を照射することによって該基

板を加熱する熱処理方法および熱処理装置に関する。

背景技術

[0002] 半導体デバイスの製造プロセスにおいて、不純物導入は半導体ウェハ一内

に P n 接合を形成するための必須の工程である。現在、不純物導入は、ィ才

ン打ち込み法とその後のァニール法によってなされるのが一般的である。ィ

オン打ち込み法は、ボロン （B ) 、ヒ素 （A s ) 、 リン （P ) といった不純

物の元素をイオン化させて高加速電圧で半導体ウェハーに衝突させて物理的

に不純物注入を行う技術である。注入された不純物はァ二一ル処理によって

活性化される。この際に、ァニール時間が数秒程度以上であると、打ち込ま

れた不純物が熱によって深く拡散 し、その結果接合深さが要求よりも深くな

り過ぎて良好なデバイス形成に支障が生じるおそれがある。

[0003] そこで、極めて短時間で半導体ウェハ一を加熱するァニール技術として、

近年フラッシュランプアニール （F L A ) が注目されている。フラッシュラ

ンプアニールは、キセノンフラッシュランプ （以下、単に 「フラッシュラン

プ」とするときにはキセノンフラッシュランプを意味する）を使用して半導

体ウェハ一の表面にフラッシュ光を照射することにより、不純物が注入され

た半導体ウェハ一の表面のみを極めて短時間 （数ミリ秒以下）に昇温させる

熱処理技術である。

[0004] キセノンフラッシュランプの放射分光分布は紫外域から近赤外域であり、

従来のハロゲンランプよりも波長が短く、シリコンの半導体ウェハ一の基礎

吸収帯とほぼ一致 している。よって、キセノンフラッシュランプから半導体

ウェハ一にフラッシュ光を照射 したときには、透過光が少なく半導体ウェハ



—を急速に昇温することが可能である。また、数ミリ秒以下の極めて短時間

のフラッシュ光照射であれば、半導体ゥェハ一の表面近傍のみを選択的に昇

温できることも判明している。このため、キセノンフラッシュランプによる

極短時間の昇温であれば、不純物を深く拡散させることなく、不純物活性化

のみを実行することができるのである。

[0005] ところで、イオン打ち込み法によって高エネルギーのイオンを打ち込んだ

結果、半導体ウェハ一のシリコン結晶には多数の欠陥が導入される。このよ

うな欠陥は、イオン注入層よりもやや深い位置に導入される傾向がある。ィ

オン注入後のァニ一ル処理を行う際には、不純物の活性化とともに導入され

た欠陥の回復をも併せて行うことが望ましい。このような欠陥回復のために

は、ァニール処理の時間を長くすれば良いのであるが、そうすると上述の如

き打ち込まれた不純物が要求よりも深く拡散するという問題が発生する。

[0006] そこで、特許文献 1 には、発光出力のピークが過ぎた後に比較的弱い発光

出力にて追加の光照射を行うフラッシュランプアニール技術が開示されてい

る。特許文献 1 に開示の技術によれば、半導体ウェハ一の表面を処理温度に

まで昇温した後、追加の光照射によってその表面温度を処理温度に数ミリ秒

程度以上維持しているため、表面よりもやや深い位置をもある程度加熱する

ことができ、不純物の活性化のみならず、導入された結晶欠陥の回復をも行

うことができる。

先行技術文献

特許文献
[0007] 特許文献1 ：特開2 0 0 9 _ 2 6 0 0 1 8 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0008] しかしながら、フラッシュランプアニールにおいて、半導体ウェハ一の表

面を処理温度にまで昇温した後、その処理温度に維持するとゥェハ一割れの

頻度が高まるおそれがある。これは、極めて短時間の表面照射にて加熱を行



うフラッシュランプアニールにおいては、半導体ウェハ一の表裏に不可避的

に温度差が生 じるのであるが、 ウェハ一表面温度を処理温度に維持すると、

表裏面に大きな温度差が生 じている時間も長 くな り、 ウェハ一裏面に表裏の

熱膨張差に起因 した応力が集中することによるものと考えられる。

[0009] 本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであ り、基板の割れを防止 しつ

つ、基板にフラッシュ光を照射 して必要な温度にまで加熱することができる

熱処理方法および熱処理装置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 上記課題を解決するため、 この発明の第 1 の態様は、基板に光を照射する

ことによって該基板を加熱する熱処理方法において、基板を所定の予備加熱

温度にて加熱する予備加熱工程 と、前記基板の一方面にフラッシュランプか

らフラッシュ光を照射 し、前記一方面を目標温度に加熱するフラッシュ加熱

工程 と、を備え、前記フラッシュ加熱工程におけるフラッシュ光の照射時間

は前記一方面か ら前記一方面 とは反対側の面である他方面への熱伝導に要す

る熱伝導時間よりも長時間であ り、前記フラッシュ加熱工程における前記一

方面 と前記他方面 との温度差は、前記予備加熱温度か ら前記 目標温度 までの

昇温温度の半分以下である。

[001 1] また、第 2 の態様は、第 1 の態様に係る熱処理方法において、前記フラッ

シュ加熱工程における前記一方面の昇温速度が 1 0 0 0 °C / 秒以上である。

[001 2 ] また、第 3 の態様は、第 1 の態様に係る熱処理方法において、前記基板は

シ リコンの半導体ウェハ一である。

[001 3] また、第 4 の態様は、第 1 の態様に係る熱処理方法において、前記フラッ

シュ加熱工程では、 コンデンサか ら前記フラッシュランプへの電荷の供給を

スィツチング素子によって断続することにより前記フラッシュランプの発光

出力を制御する。

[0014] また、第 5 の態様は、基板に光を照射することによって該基板を加熱する

熱処理装置において、基板を収容するチャンバ一と、前記チャンバ一内にて

基板を保持する保持手段 と、前記保持手段に保持された基板を所定の予備加



熱温度 に加熱する予備加熱手段 と、前記保持手段 に保持 された基板 にフラッ

シュ光 を照射するフラッシュランプと、前記 フラッシュランプの発光出力を

制御する発光制御手段 と、 を備 え、前記発光制御手段 は、前記保持手段 に保

持 された基板の一方面 に、前記一方面か ら前記一方面 とは反対側の面である

他方面への熱伝導 に要する熱伝導時間よ りも長時間にわた ってフラッシュ光

を照射 して前記一方面 を目標温度 に加熱 し、前記一方面 と前記他方面 との温

度差が前記予備加熱温度か ら前記 目標温度 までの昇温温度の半分以下 となる

ように前記 フラッシュランプの発光出力を制御する。

[001 5] また、第 6 の態様 は、第 5 の態様 に係 る熱処理装置 において、前記発光制

御手段 は、前記一方面の温度が 1 0 0 0 °C / 秒以上の昇温速度 にて前記予備

加熱温度か ら前記 目標温度 にまで昇温するように前記 フラッシュランプの発

光出力を制御する。

[001 6 ] また、第 7 の態様 は、第 5 の態様 に係 る熱処理装置 において、前記基板 は

シ リコンの半導体 ウェハ一である。

[001 7 ] また、第 8 の態様 は、第 5 の態様 に係 る熱処理装置 において、前記発光制

御手段 は、 コンデ ンサか ら前記 フラッシュランプへの電荷の供給 を断続する

ことによ り前記 フラッシュランプの発光出力を制御するスィ ツチ ング素子を

含む。

発明の効果

[001 8 ] 第 1 か ら第 4 の態様 に係 る熱処理方法 によれば、基板の一方面 にフラッシ

ュランプか らフラッシュ光 を照射 して 目標温度 に加熱するフラッシュ加熱ェ

程 におけるフラッシュ光の照射時間は、基板の一方面か らその一方面 とは反

対側の面である他方面への熱伝導 に要する熱伝導時間よ りも長時間であ り、

フラッシュ加熱工程 における一方面 と他方面 との温度差 は、予備加熱温度か

ら目標温度 までの昇温温度の半分以下であるため、基板の表裏面の温度差が

過大 となることが抑制 され、表裏面の熱膨張差 に起因 した応力集中を緩和す

ることがで き、基板の割れを防止 しつつ、基板 にフラッシュ光 を照射 して必

要な温度 にまで加熱することがで きる。



[00 19] また、第5 から第8 の態様に係る熱処理装置によれば、保持手段に保持さ

れた基板の一方面に、その一方面から一方面とは反対側の面である他方面へ

の熱伝導に要する熱伝導時間よりも長時間にわたってフラッシュ光を照射し

て当該一方面を目標温度に加熱し、一方面と他方面との温度差が予備加熱温

度から目標温度までの昇温温度の半分以下となるようにフラッシュランプの

発光出力を制御するため、基板の表裏面の温度差が過大となることが抑制さ

れ、表裏面の熱膨張差に起因した応力集中を緩和することができ、基板の割

れを防止しつつ、基板にフラッシュ光を照射して必要な温度にまで加熱する

ことができる。

図面の簡単な説明
[0020] [図1]本発明に係る熱処理装置の構成を示す縦断面図である。

[図2]保持部の全体外観を示す斜視図である。

[図3]保持部を上面から見た平面図である。

[図4]保持部を側方から見た側面図である。

[図5]移載機構の平面図である。

[図6]移載機構の側面図である。

[図7]複数のハロゲンランプの配置を示す平面図である。

[図8]フラッシュランプの駆動回路を示す図である。

[図9]図1の熱処理装置での処理対象となる半導体ウェハ一に形成された素子

の構造を示す図である。

[図10]図1の熱処理装置における半導体ウェハ一の処理手順を示すフロ一チ

ャ一卜である。
[図11]半導体ウェハ一の表面温度の変化を示す図である。

[図12]パルス信号の波形とフラッシュランプに流れる電流との相関の一例を

示す図である。
[図13] フラッシュランプの発光出力プロファイルの一例を示す図である。

[図14]半導体ウェハ一の表面および裏面の温度プロファイルの一例を示す図

である。



発明を実施するための形態

[0021 ] 以下、図面を参照 しつつ本発明の実施の形態について詳細に説明する。

[0022] 図 1 は、本発明に係 る熱処理装置 1 の構成 を示す縦断面図である。本実施

形態の熱処理装置 1 は、基板 と して 3 0 0 m mの円板形状のシ リコン半導

体 ウェハ一W に対 してフラッシュ光照射を行 うことによってその半導体 ゥェ

ハ一W を加熱するフラッシュランプア二一ル装置である。熱処理装置 1 に搬

入される前の半導体 ウェハ一W には不純物が注入されてお り、熱処理装置 1

による加熱処理 によつて注入された不純物の活性化処理が実行される。

[0023] 熱処理装置 1 は、半導体 ウェハ一W を収容するチャンバ一 6 と、複数のフ

ラッシュランプ F L を内蔵するフラッシュ加熱部 5 と、複数のハ ロゲンラン

プH L を内蔵するハ ロゲン加熱部 4 と、シャッター機構 2 と、 を備える。チ

ャンバ一 6 の上側 にフラッシュ加熱部 5 が設けられるとともに、下側 にハ ロ

ゲン加熱部 4 が設けられている。 また、熱処理装置 1 は、チャンバ一 6 の内

部 に、半導体 ウェハーW を水平姿勢に保持する保持部 7 と、保持部 7 と装置

外部 との間で半導体 ウェハ一Wの受け渡 しを行 う移載機構 1 0 と、 を備える

。 さらに、熱処理装置 1 は、シャッター機構 2 、ハ ロゲン加熱部 4 、 フラッ

シュ加熱部 5 およびチャンバ一 6 に設けられた各動作機構 を制御 して半導体

ウェハ一Wの熱処理 を実行させる制御部 3 を備える。

[0024] チャンバ一 6 は、筒状のチャンバ一側部 6 1 の上下に石英製のチャンバ一

窓を装着 して構成 されている。チャンバ一側部 6 は上下が開口された概略

筒形状 を有 してお り、上側開口には上側チャンバ一窓 6 3 が装着 されて閉塞

され、下側開口には下側チャンバ一窓 6 4 が装着 されて閉塞されている。チ

ャンバ一 6 の天井部 を構成する上側チャンバ一窓 6 3 は、石英 により形成 さ

れた円板形状部材であ り、 フラッシュ加熱部 5 か ら出射されたフラッシュ光

をチャンバ一 6 内に透過する石英窓 と して機能する。 また、チャンバ一 6 の

床部 を構成する下側チャンバ一窓 6 4 も、石英 により形成 された円板形状部

材であ り、ハ ロゲン加熱部 4 か らの光をチャンバ一 6 内に透過する石英窓 と

して機能する。



[0025] また、チャンバ一側部 6 の内側の壁面の上部には反射 リング6 8 が装着

され、下部には反射 リング6 9 が装着されている。反射 リング6 8 ， 6 9 は

、ともに円環状に形成されている。上側の反射 リング6 8 は、チャンバ一側

部 6 1 の上側から嵌め込むことによって装着される。一方、下側の反射 リン

グ6 9 は、チャンバ一側部 6 の下側から嵌め込んで図示省略のビスで留め

ることによって装着される。すなわち、反射 リング6 8 ， 6 9 は、ともに着

脱自在にチャンバ一側部 6 に装着されるものである。チャンバ一 6 の内側

空間、すなわち上側チャンバ一窓 6 3 、下側チャンバ一窓 6 4 、チャンバ一

側部 6 1 および反射 リング6 8 ， 6 9 によって囲まれる空間が熱処理空間 6

5 として規定される。

[0026] チャンバ一側部 6 1 に反射 リング6 8 ， 6 9 が装着されることによって、

チャンバ一 6 の内壁面に凹部 6 2 が形成される。すなわち、チャンバ一側部

6 の内壁面のうち反射 リング6 8 ， 6 9 が装着されていない中央部分と、

反射 リング6 8 の下端面と、反射 リング6 9 の上端面とで囲まれた凹部 6 2

が形成される。凹部 6 2 は、チャンバ一 6 の内壁面に水平方向に沿って円環

状に形成され、半導体ウェハーWを保持する保持部 7 を囲繞する。

[0027] チャンバ一側部 6 1 および反射 リング6 8 ， 6 9 は、強度と耐熱性に優れ

た金属材料 （例えば、ステンレススチール）にて形成されている。また、反

射 リング6 8 ， 6 9 の内周面は電解ニッケルメツキによって鏡面とされてい

る。

[0028] また、チャンバ一側部 6 1 には、チャンバ一 6 に対 して半導体ウェハ一W

の搬入および搬出を行うための搬送開口部 （炉口） 6 6 が形設されている。

搬送開口部 6 6 は、ゲ一 卜バルブ 1 8 5 によって開閉可能とされている。搬

送開口部 6 6 は凹部 6 2 の外周面に連通接続されている。このため、ゲ一 卜

ノくルプ 1 8 5 が搬送開口部 6 6 を開放 しているときには、搬送開口部 6 6 か

ら凹部 6 2 を通過 して熱処理空間 6 5 への半導体ウェハ一Wの搬入および熱

処理空間 6 5 からの半導体ウェハ一Wの搬出を行うことができる。また、ゲ

- 卜バルブ 1 8 5 が搬送開口部 6 6 を閉鎖するとチャンバ一 6 内の熱処理空



間 6 5 が密閉空間とされる。

[0029] また、チャンバ一 6 の内壁上部 には熱処理空間 6 5 に処理 ガス （本実施形

態では窒素ガス （N 2 ) ) を供給するガス供給孔 8 1 が形設されている。 ガス

供給孔 8 は、凹部 6 2 よ りも上側位置に形設されてお り、反射 リング 6 8

に設けられていても良い。 ガス供給孔 8 はチャンバ一 6 の側壁内部 に円環

状 に形成 された緩衝空間 8 2 を介 してガス供給管 8 3 に連通接続 されている

。 ガス供給管 8 3 は窒素ガス供給源 8 5 に接続 されている。 また、 ガス供給

管 8 3 の経路途中にはバル ブ 8 4 が介揷 されている。バル ブ 8 4 が開放 され

ると、窒素ガス供給源 8 5 か ら緩衝空間 8 2 に窒素ガスが送給 される。緩衝

空間 8 2 に流入 した窒素ガスは、 ガス供給孔 8 よりも流体抵抗の小さい緩

衝空間 8 2 内を拡がるように流れてガス供給孔 8 か ら熱処理空間 6 5 内へ

と供給 される。

[0030] —方、チャンバ一 6 の内壁下部 には熱処理空間 6 5 内の気体を排気するガ

ス排気孔 8 6 が形設されている。 ガス排気孔 8 6 は、凹部 6 2 よ りも下側位

置に形設されてお り、反射 リング 6 9 に設けられていても良い。 ガス排気孔

8 6 はチャンバ一 6 の側壁内部 に円環状 に形成 された緩衝空間 8 7 を介 して

ガス排気管 8 8 に連通接続 されている。 ガス排気管 8 8 は排気部 1 9 0 に接

続 されている。 また、 ガス排気管 8 8 の経路途中にはバル ブ 8 9 が介揷 され

ている。バル ブ 8 9 が開放 されると、熱処理空間 6 5 の気体がガス排気孔 8

6 か ら緩衝空間 8 7 を経てガス排気管 8 8 へ と排出される。なお、 ガス供給

孔 8 およびガス排気孔 8 6 は、チャンバ一 6 の周方向に沿 って複数設けら

れていても良い し、ス リッ ト状のものであっても良い。 また、窒素ガス供給

源 8 5 および排気部 1 9 0 は、熱処理装置 1 に設けられた機構であつても良

い し、熱処理装置 1 が設置される工場のュ一テ ィリテ ィであっても良い。

[0031 ] また、搬送開口部 6 6 の先端 にも熱処理空間 6 5 内の気体を排出するガス

排気管 1 9 が接続 されている。 ガス排気管 1 9 はバル ブ 1 9 2 を介 して

排気部 1 9 0 に接続 されている。バル ブ 1 9 2 を開放することによって、搬

送開口部 6 6 を介 してチャンバ一 6 内の気体が排気される。



[0032] 図 2 は、保持部 7 の全体外観を示す斜視図である。また、図 3 は保持部 7

を上面から見た平面図であり、図4 は保持部 7 を側方から見た側面図である

。保持部 7 は、基台 リング7 1、連結部 7 2 およびサセプタ一 7 4 を備えて

構成される。基台 リング7 1、連結部 7 2 およびサセプタ一 7 4 はいずれも

石英にて形成されている。すなわち、保持部 7 の全体が石英にて形成されて

いる。

[0033] 基台 リング7 1 は円環形状の石英部材である。基台 リング7 1 は凹部 6 2

の底面に載置されることによって、チャンバ一 6 の壁面に支持されることと

なる （図 1参照）。円環形状を有する基台 リング7 1 の上面に、その周方向

に沿って複数の連結部 7 2 (本実施形態では4 個）が立設される。連結部 7

2 も石英の部材であり、溶接によって基台 リング7 に固着される。なお、

基台 リング7 1 の形状は、円環形状から一部が欠落 した円弧状であっても良

い。

[0034] 平板状のサセプタ一 7 4 は基台 リング7 1 に設けられた4 個の連結部 7 2

によって支持される。サセプタ一 7 4 は石英にて形成された略円形の平板状

部材である。サセプタ一 7 4 の直径は半導体ウェハ一Wの直径よりも大きい

。すなわち、サセプタ一 7 4 は、半導体ウェハ一Wよりも大きな平面サイズ

を有する。サセプタ一 7 4 の上面には複数個 （本実施形態では 5 個）のガイ

ドビン7 6 が立設されている。 5 個のガイ ドビン7 6 はサセプタ一 7 4 の外

周円と同心円の周上に沿って設けられている。 5 個のガイ ドビン7 6 を配置

した円の径は半導体ウェハ一Wの径よりも若干大きい。各ガイ ドビン7 6 も

石英にて形成されている。なお、ガイ ドピン7 6 は、サセプタ一 7 4 と一体

に石英のインゴッ卜から加工するようにしても良いし、別途に加工 したもの

をサセプタ一 7 4 に溶接等によって取り付けるようにしても良い。

[0035] 基台 リング7 に立設された4 個の連結部 7 2 とサセプタ一 7 4 の周縁部

の下面とが溶接によって固着される。すなわち、サセプタ一 7 4 と基台 リン

グ7 とは連結部 7 2 によって固定的に連結されており、保持部 7 は石英の

—体成形部材となる。このような保持部 7 の基台 リング7 1 がチャンバ一 6



の壁面に支持されることによって、保持部 7 がチャンバ一 6 に装着される。

保持部 7 がチャンバ一 6 に装着された状態においては、略円板形状のサセプ

ター 7 4 は水平姿勢 （法線が鉛直方向と一致する姿勢）となる。チャンバ一

6 に搬入された半導体ゥェハ一Wは、チャンバ一 6 に装着された保持部 7 の

サセプタ一 7 4 の上に水平姿勢にて載置されて保持される。半導体ウェハ一

Wは、 5 個のガイ ドビン7 6 によって形成される円の内側に載置されること

により、水平方向の位置ずれが防止される。なお、ガイ ドピン7 6 の個数は

5 個に限定されるものではなく、半導体ウェハ一Wの位置ずれを防止できる

数であれば良い。

[0036] また、図 2 および図 3 に示すように、サセプタ一 7 4 には、上下に貫通 し

て開口部 7 8 および切 り欠き部 7 7 が形成されている。切 り欠き部 7 7 は、

熱電対を使用 した接触式温度計 1 3 0 のプローブ先端部を通すために設けら

れている。一方、開口部 7 8 は、放射温度計 1 2 0 がサセプタ一 7 4 に保持

された半導体ウェハーWの下面から放射される放射光 （赤外光）を受光する

ために設けられている。さらに、サセプタ一 7 4 には、後述する移載機構 1

0 の リフ トピン 1 2 が半導体ウェハ一Wの受け渡 しのために貫通する4 個の

貫通孔 7 9 が穿設されている。

[0037] 図 5 は、移載機構 1 0 の平面図である。また、図 6 は、移載機構 1 0 の側

面図である。移載機構 1 0 は、 2 本の移載ァ一厶 1 1 を備える。移載ァ一厶

1 1 は、概ね円環状の凹部 6 2 に沿うような円弧形状とされている。それぞ

れの移載アーム 1 1 には 2 本のリフ トピン 1 2 が立設されている。各移載ァ

—厶 1 1 は水平移動機構 1 3 によって回動可能とされている。水平移動機構

1 3 は、一対の移載ァ一厶 1 1 を保持部 7 に対 して半導体ウェハ一Wの移載

を行う移載動作位置 （図 5 の実線位置）と保持部 7 に保持された半導体ゥェ

ハ一Wと平面視で重ならない退避位置 （図 5 の二点鎖線位置）との間で水平

移動させる。水平移動機構 1 3 としては、個別のモータによって各移載ァ一

厶 1 1 をそれぞれ回動させるものであっても良いし、 リンク機構を用いて 1

個のモータによって一対の移載アーム 1 1 を連動させて回動させるものであ



つても良い。

[0038] また、一対の移載ァ一厶 1 1 は、昇降機構 1 4 によって水平移動機構 1 3

とともに昇降移動される。昇降機構 1 4 が一対の移載ァ一厶 1 1 を移載動作

位置にて上昇させると、計 4 本のリフ トピン 1 2 がサセプタ一 7 4 に穿設さ

れた貫通孔 7 9 (図 2 ，3 参照）を通過 し、 リフ トピン 1 2 の上端がサセプ

タ一 7 4 の上面から突き出る。一方、昇降機構 1 4 が一対の移載アーム 1 1

を移載動作位置にて下降させてリフ 卜ピン 1 2 を貫通孔 7 9 から抜き取り、

水平移動機構 1 3 が一対の移載アーム 1 1 を開くように移動させると各移載

ァ一厶 1 1 が退避位置に移動する。一対の移載ァ一厶 1 1 の退避位置は、保

持部 7 の基台 リング7 1 の直上である。基台 リング7 1 は凹部 6 2 の底面に

載置されているため、移載アーム 1 1 の退避位置は凹部 6 2 の内側となる。

なお、移載機構 1 0 の駆動部 （水平移動機構 1 3 および昇降機構 1 4 ) が設

けられている部位の近傍にも図示省略の排気機構が設けられており、移載機

構 1 0 の駆動部周辺の雰囲気がチャンバ一 6 の外部に排出されるように構成

されている。

[0039] 図 1 に戻り、チャンバ一 6 の上方に設けられたフラッシュ加熱部 5 は、筐

体 5 の内側に、複数本 （本実施形態では3 0 本）のキセノンフラッシュラ

ンプF L からなる光源と、その光源の上方を覆うように設けられたリフレク

タ 5 2 と、を備えて構成される。また、フラッシュ加熱部 5 の筐体 5 1 の底

部にはランプ光放射窓 5 3 が装着されている。フラッシュ加熱部 5 の床部を

構成するランプ光放射窓 5 3 は、石英により形成された板状の石英窓である

。フラッシュ加熱部 5 がチャンバ一 6 の上方に設置されることにより、ラン

プ光放射窓 5 3 が上側チャンバ一窓 6 3 と相対向することとなる。フラッシ

ュランプF L はチャンバ一 6 の上方からランプ光放射窓 5 3 および上側チヤ

ンバ一窓 6 3 を介 して熱処理空間 6 5 にフラッシュ光を照射する。

[0040] 複数のフラッシュランプF L は、それぞれが長尺の円筒形状を有する棒状

ランプであり、それぞれの長手方向が保持部 7 に保持される半導体ウェハ一

Wの主面に沿って （つまり水平方向に沿って）互いに平行となるように平面



状 に配 列 され て い る。 よ って、 フラ ッシ ュラ ンプ F L の配 列 に よ って形 成 さ

れ る平 面 も水平 面 で あ る。

[0041 ] 図 8 は、 フラ ッシ ュラ ンプ F L の駆 動 回路 を示 す 図 で あ る。 同 図 に示 す よ

うに、 コ ンデ ンサ 9 3 と、 コイル 9 4 と、 フラ ッシ ュラ ンプ F L と、 I G B

T (絶 縁 ゲ 一 卜バ イポ ー ラ トラ ンジ ス タ） 9 6 とが 直列 に接 続 され て い る。

また、 図 8 に示 す よ うに、 制 御 部 3 は、 パ ル ス発 生器 3 1 お よび波形 設 定部

3 2 を備 え る と とも に、 入 力部 3 3 に接 続 され て い る。 入 力部 3 3 と して は

、 キー ボ ー ド、 マ ウス、 タ ツチパ ネル 等 の種 々の公知 の入 力機 器 を採 用 す る

こ とが で きる。 入 力部 3 3 か らの入 力 内容 に基 づ いて波形 設 定部 3 2 がパ ル

ス信 号 の波形 を設 定 し、 その波形 に従 ってパ ル ス発 生器 3 がパ ル ス信 号 を

発 生 す る。

[0042] フ ラ ッシ ュラ ンプ F L は、 その 内部 にキセ ノ ンガスが封 入 され その両端 部

に陽極 お よび 陰極 が配 設 され た棒 状 の ガ ラス管 （放 電管 ） 9 2 と、 該 ガ ラス

管 9 2 の外 周 面 上 に付 設 され た トリガ一電極 9 1 とを備 え る。 コ ンデ ンサ 9

3 に は、 電源 ユ ニ ッ ト9 5 に よ って所 定 の電圧 が 印加 され、 その 印加 電圧 （

充 電 電圧 ） に応 じた電荷 が充 電 され る。 また、 トリガ一電極 9 1 に は トリガ

— 回路 9 7 か ら高 電圧 を印加 す る こ とが で きる。 トリガ一 回路 9 7 が トリガ

—電極 9 に電圧 を印加 す る タイ ミ ングは制 御 部 3 に よ って制 御 され る。

[0043] I G B T 9 6 は、 ゲ 一 卜部 に M O S F E T (Meta L Ox i de Sem i conductor F

i e Ld effect t rans i stor) を組 み込 ん だバ イポ ー ラ トラ ンジ ス タで あ り、 大

電 力 を取 り扱 うの に適 した ス ィ ツチ ング素 子 で あ る。 I G B T 9 6 の ゲ 一 卜

には制 御 部 3 のパ ル ス発 生器 3 か らパ ル ス信 号 が 印加 され る。 I G B T 9

6 の ゲ 一 卜に所 定値 以 上 の電圧 （H i g hの 電 圧 ） が 印加 され る と I G B T 9 6

が オ ン状 態 とな り、 所 定値 未 満 の電圧 （Lowの電圧 ） が 印加 され る と I G B T

9 6 が オ フ状 態 とな る。 この よ うに して、 フラ ッシ ュラ ンプ F L を含 む駆 動

回路 は I G B T 9 6 に よ ってオ ンオ フされ る。 I G B T 9 6 が オ ンオ フす る

こ とに よ って フラ ッシ ュラ ンプ F L と対 応 す る コ ンデ ンサ 9 3 との接 続 が断

続 され る。



[0044] コンデンサ 9 3 が充電された状態で I G B T 9 6 が才ン状態となつてガラ

ス管 9 2 の両端電極に高電圧が印加されたとしても、キセノンガスは電気的

には絶縁体であることから、通常の状態ではガラス管 9 2 内に電気は流れな

し、。 しか しながら、 トリガ一回路 9 7 が トリガ一電極 9 1 に高電圧を印加 し

て絶縁を破壊 した場合には両端電極間の放電によってガラス管 9 2 内に電流

が瞬時に流れ、そのときのキセノンの原子あるいは分子の励起によって光が

放出される。

[0045] また、図 1 のリフレクタ 5 2 は、複数のフラッシュランプF L の上方にそ

れら全体を覆うように設けられている。 リフレクタ 5 2 の基本的な機能は、

複数のフラッシュランプF L から出射された光を保持部 7 の側に反射すると

いうものである。 リフレクタ 5 2 はアルミニウム合金板にて形成されており

、その表面 （フラッシュランプF L に臨む側の面）はプラス ト処理により粗

面化加工が施されて梨地模様を呈する。

[0046] チャンバ一 6 の下方に設けられたハロゲン加熱部 4 の内部には複数本 （本

実施形態では4 0 本）のハロゲンランプH L が内蔵されている。複数のハロ

ゲンランプH L はチャンバ一 6 の下方から下側チャンバ一窓 6 4 を介 して熱

処理空間 6 5 への光照射を行う。図 7 は、複数のハロゲンランプH L の配置

を示す平面図である。本実施形態では、上下 2 段に各 2 0 本ずつのハロゲン

ランプH L が配設されている。各ハロゲンランプH L は、長尺の円筒形状を

有する棒状ランプである。上段、下段ともに2 0 本のハロゲンランプH L は

、それぞれの長手方向が保持部 7 に保持される半導体ウェハ一Wの主面に沿

つて （つまり水平方向に沿って）互いに平行となるように配列されている。

よって、上段、下段ともにハロゲンランプH L の配列によって形成される平

面は水平面である。

[0047] また、図 7 に示すように、上段、下段ともに保持部 7 に保持される半導体

ゥェハ一Wの中央部に対向する領域よりも周縁部に対向する領域におけるハ

ロゲンランプH L の配設密度が高くなつている。すなわち、上下段ともに、

ランプ配列の中央部よりも周縁部の方がハロゲンランプH L の配設ピッチが



短い。このため、ハロゲン加熱部 4 からの光照射による加熱時に温度低下が

生 じゃすい半導体ゥェハ一Wの周縁部により多い光量の照射を行うことがで

きる。

[0048] また、上段のハロゲンランプH L からなるランプ群と下段のハロゲンラン

プH L からなるランプ群とが格子状に交差するように配列されている。すな

わち、上段の各ハロゲンランプH L の長手方向と下段の各ハロゲンランプH

L の長手方向とが直交するように計 4 0 本のハロゲンランプH L が配設され

ている。

[0049] ハロゲンランプH L は、ガラス管内部に配設されたフィラメン トに通電す

ることでフィラメン 卜を白熱化させて発光させるフイラメン 卜方式の光源で

ある。ガラス管の内部には、窒素やアルゴン等の不活性ガスにハロゲン元素

(ヨウ素、臭素等）を微量導入 した気体が封入されている。ハロゲン元素を

導入することによって、フイラメン 卜の折損を抑制 しつつフイラメン 卜の温

度を高温に設定することが可能となる。 したがって、ハロゲンランプH L は

、通常の白熱電球に比べて寿命が長 くかつ強い光を連続的に照射できるとい

う特性を有する。また、ハロゲンランプH L は棒状ランプであるため長寿命

であり、ハロゲンランプH L を水平方向に沿わせて配置することにより上方

の半導体ウェハ一Wへの放射効率が優れたものとなる。

[0050] また、図 1 に示すように、熱処理装置 1 は、ハロゲン加熱部 4 およびチヤ

ンバ一 6 の側方にシャッター機構 2 を備える。シャッター機構 2 は、シャツ

タ一板 2 1 およびスライ ド駆動機構 2 2 を備える。シャッター板 2 は、ハ

ロゲン光に対 して不透明な板であり、例えばチタン （T i ) にて形成されて

いる。スライ ド駆動機構 2 2 は、シャッター板 2 1 を水平方向に沿ってスラ

ィ ド移動させ、ハロゲン加熱部 4 と保持部 7 との間の遮光位置にシャツタ一

板 2 を揷脱する。スライ ド駆動機構 2 2 がシャッター板 2 を前進させる

と、チャンバ一 6 とハロゲン加熱部 4 との間の遮光位置 （図 1 の二点鎖線位

置）にシャッター板 2 1 が揷入され、下側チャンバ一窓 6 4 と複数のハロゲ

ンランプH L とが遮断される。これによつて、複数のハロゲンランプH L か



ら熱処理空間 6 5 の保持部 7 へ と向かう光は遮光される。逆に、スライ ド駆

動機構 2 2 がシャッター板 2 を後退させると、チャンバ一 6 とハ ロゲン加

熱部 4 との間の遮光位置か らシャッター板 2 が退出 して下側チャンバ一窓

6 4 の下方が開放 される。

[0051 ] また、制御部 3 は、熱処理装置 1 に設けられた上記の種 々の動作機構 を制

御する。制御部 3 のハ一 ドウエアと しての構成は一般的なコンピュータと同

様である。すなわち、制御部 3 は、各種演算処理 を行 うC P U、基本 プログ

ラムを記憶する読み出 し専用のメモ リである R O M、各種情報 を記憶する読

み書 き自在のメモ リである R A M および制御用ソフ 卜ウェアやデータなどを

記憶 してお く磁気デ ィスクを備えて構成 される。制御部 3 の C P U が所定の

処理 プログラムを実行することによって熱処理装置 1 における処理が進行す

る。 また、図 8 に示 したように、制御部 3 は、パルス発生器 3 1 および波形

設定部 3 2 を備える。上述のように、入力部 3 3 か らの入力内容に基づいて

、波形設定部 3 2 がパルス信号の波形 を設定 し、それに従 ってパルス発生器

3 1 が I G B T 9 6 のゲ一 卜にパルス信号を出力する。 この制御部 3 および

I G B T 9 6 によってフラッシュランプ F L の発光出力を制御する発光制御

手段が構成 される。

[0052] 上記の構成以外にも熱処理装置 1 は、半導体 ウェハーWの熱処理時にハ ロ

ゲンランプH L およびフラッシュランプ F L か ら発生する熱エネルギーによ

るハ ロゲン加熱部 4 、 フラッシュ加熱部 5 およびチャンバ一 6 の過剰な温度

上昇を防止するため、様 々な冷却用の構造を備えている。例えば、チャンバ

— 6 の壁体には水冷管 （図示省略）が設けられている。 また、ハ ロゲン加熱

部 4 およびフラッシュ加熱部 5 は、内部 に気体流を形成 して排熱する空冷構

造 とされている。 また、上側チャンバ一窓 6 3 とランプ光放射窓 5 3 との間

隙にも空気が供給 され、 フラッシュ加熱部 5 および上側チャンバ一窓 6 3 を

冷却する。

[0053] 次 に、熱処理装置 1 における半導体 ゥヱハ一Wの処理手順 について説明す

る。本実施形態で処理対象 となる半導体 ゥヱハ一Wはイオ ン注入法により不



純物 （イオン）が添加された半導体基板である。図 9 は、熱処理装置 1 での

処理対象となる半導体ウェハ一Wに形成された素子の構造を示す図である。

シ リコン基板 1 1 1 にはソース ドレイン領域 1 1 2 とエクステ ンシ ョン領

域 1 1 3 とが形成されるとともに、その上面にはゲ一 卜電極 1 1 5 が設けら

れる。エクステ ンシ ョン領域 1 1 3 はソース ドレイン領域 1 1 2 とチヤネ

ル との電気的接続部である。金属のゲ一 卜電極 1 1 5 はゲ一 卜絶縁膜 1 1 4

を介 してシリコン基板 1 1 1上に設けられており、その測方にはS i N のサ

ィ ドウオール 1 1 6 が形成される。ソース ' ドレイン領域 1 2 およびェク

ステンション領域 1 1 3 にはイオン注入法によって不純物が導入されており

、その不純物の活性化が熱処理装置 1 による光照射加熱処理 （ァニール）に

より実行される。以下に説明する熱処理装置 1 の処理手順は、制御部 3 が熱

処理装置 1 の各動作機構を制御することにより進行する。

[0054] 図 1 0 は、熱処理装置 1 における半導体ウェハ一Wの処理手順を示すフロ

—チヤ一 卜である。まず、給気のためのバルブ8 4 が開放されるとともに、

排気用のバルブ8 9 ， 9 2 が開放されてチャンバ一 6 内に対する給排気が

開始される （ステップS ) 。ノく' ルプ8 4 が開放されると、ガス供給孔 8

から熱処理空間 6 5 に窒素ガスが供給される。また、バルブ8 9 が開放され

ると、ガス排気孔 8 6 からチャンバ一 6 内の気体が排気される。これにより

、チャンバ一 6 内の熱処理空間 6 5 の上部から供給された窒素ガスが下方へ

と流れ、熱処理空間 6 5 の下部から排気される。

[0055] また、バルブ 1 9 2 が開放されることによって、搬送開口部 6 6 からもチ

ヤンバー 6 内の気体が排気される。さらに、図示省略の排気機構によって移

載機構 1 0 の駆動部周辺の雰囲気も排気される。なお、熱処理装置 1 におけ

る半導体ゥェハーWの熱処理時には窒素ガスが熱処理空間 6 5 に継続的に供

給されており、その供給量は図 1 0 の処理ステップに応 じて適宜変更される

[0056] 続いて、ゲ一 卜バルブ 1 8 5 が開いて搬送開口部 6 6 が開放され、装置外

部の搬送ロボッ卜により搬送開口部 6 6 を介 して不純物注入後の半導体ゥェ



ハ一Wがチャンバ一 6 内の熱処理空間 6 5 に搬入される （ステップS 2 ) 。

搬送ロボットによって搬入された半導体ゥェ' \ —Wは保持部 7 の直上位置ま

で進出して停止する。そして、移載機構 1 0 の一対の移載ァ一厶 1 1 が退避

位置から移載動作位置に水平移動 して上昇することにより、 リフ トピン 1 2

が貫通孔 7 9 を通ってサセプタ一 7 4 の上面から突き出て半導体ウェハ一W

を受け取る。

[0057] 半導体ウェハ一Wがリフ 卜ピン 1 2 に載置された後、搬送ロボッ卜が熱処

理空間 6 5 から退出し、ゲ一 卜バルブ 1 8 5 によって搬送開口部 6 6 が閉鎖

される。そして、一対の移載アーム 1 1 が下降することにより、半導体ゥェ

ハ一Wは移載機構 1 0 から保持部 7 のサセプタ一 7 4 に受け渡されて水平姿

勢に保持される。半導体ウェハ一Wは、パターン形成がなされて不純物が注

入された表面を上面としてサセプタ一 7 4 に保持される。また、半導体ゥェ

ハ一Wは、サセプタ一 7 4 の上面にて 5 個のガイ ドビン7 6 の内側に保持さ

れる。サセプタ一 7 4 の下方にまで下降 した一対の移載アーム 1 1 は水平移

動機構 1 3 によって退避位置、すなわち凹部 6 2 の内側に退避する。

[0058] 半導体ウェハ一Wが保持部 7 のサセプター 7 4 に載置されて保持された後

、ハロゲン加熱部 4 の4 0 本のハロゲンランプH L が一斉に点灯 して予備加

熱 （アシス ト加熱）が開始される （ステップS 3 ) 。ハロゲンランプH L か

ら出射されたハ口ゲン光は、石英にて形成された下側チヤンバ一窓 6 4 およ

びサセプタ一 7 4 を透過 して半導体ウェハ一Wの裏面 （表面とは反対側の主

面）から照射される。ハロゲンランプH L からの光照射を受けることによつ

て半導体ウェハ一Wの温度が上昇する。なお、移載機構 1 0 の移載ァ一厶 1

は凹部 6 2 の内側に退避 しているため、ハロゲンランプH L による加熱の

障害となることは無い。

[0059] 図 1 1 は、半導体ウェハ一Wの表面温度の変化を示す図である。半導体ゥ

ェハ一Wが搬入されてサセプタ一 7 4 に載置された後、制御部 3 が時刻 t 0

に4 0 本のハロゲンランプH L を点灯させてハロゲン光照射によつて半導体

ウェハ一Wを予備加熱温度 T にまで昇温 している。予備加熱温度 T は3



0 0 °C以上 8 0 0 °C以下であ り、本実施形態では 5 0 0 °C と している。

[0060] ハ ロゲンランプ H L による予備加熱を行 うときには、半導体 ウェハ一Wの

温度が接触式温度計 1 3 0 によって測定されている。すなわち、熱電対を内

蔵する接触式温度計 1 3 0 がサセプタ一 7 4 に保持された半導体 ウェハ一W

の下面に切 り欠 き部 7 7 を介 して接触 して昇温中のウェハ一温度 を測定する

。測定された半導体 ウェハーWの温度は制御部 3 に伝達される。制御部 3 は

、ハ ロゲンランプH L か らの光照射によって昇温する半導体 ウェハ一Wの温

度が所定の予備加熱温度 T に到達 したか否かを監視 しつつ、ハ ロゲンラ ン

プH L の出力を制御する。すなわち、制御部 3 は、接触式温度計 1 3 0 によ

る測定値 に基づいて、半導体 ウェハ一Wの温度が予備加熱温度 T 1 となるよ

うにハ ロゲンランプH L の出力をフィー ドバ ック制御 している。なお、ハ ロ

ゲンランプH L か らの光照射によって半導体 ウェハ一W を昇温するときには

、放射温度計 1 2 0 による温度測定は行わない。 これは、ハ ロゲンランプH

L か ら照射されるハ ロゲン光が放射温度計 1 2 0 に外乱光 と して入射 し、正

確な温度測定ができないためである。

[0061 ] 半導体 ウェハーWの温度が予備加熱温度 T に到達 した後、制御部 3 は半

導体 ウェハ一W をその予備加熱温度 T 1 に暫時維持する。具体的には、接触

式温度計 1 3 0 によって測定される半導体 ウェハ一Wの温度が予備加熱温度

T に到達 した時刻 t にて制御部 3 がハ ロゲンランプH L の出力を制御 し

て半導体 ウェハ一Wの温度 をほぼ予備加熱温度 T に維持 している。

[0062] このようなハ ロゲンランプH L による予備加熱を行 うことによって、半導

体 ウェハ一Wの全体を予備加熱温度 T に均一に昇温 している。ハ ロゲンラ

ンプH L による予備加熱の段階においては、 より放熱が生 じやすい半導体 ゥ

ェ ハ 一 Wの周縁部の温度が中央部 よりも低下する傾向にあるが、ハ ロゲン加

熱部 4 におけるハ ロゲンランプH L の配設密度は、半導体 ウェハ一Wの中央

部 に対向する領域 よりも周縁部 に対向する領域の方が高 くなつている。 この

ため、放熱が生 じゃすい半導体 ゥェ ハ 一 Wの周縁部 に照射される光量が多 く

な り、予備加熱段階における半導体 ウェハ一Wの面内温度分布を均一なもの



とすることができる。さらに、チャンバ一側部 6 1 に装着された反射 リング

6 9 の内周面は鏡面とされているため、この反射 リング6 9 の内周面によつ

て半導体ウェハ一Wの周縁部に向けて反射する光量が多くなり、予備加熱段

階における半導体ウェハ一Wの面内温度分布をより均一なものとすることが

できる。

[0063] 次に、半導体ウェハーWの温度が予備加熱温度 T に到達 して所定時間が

経過 した時刻 t 2 にフラッシュランプF L からフラッシュ光を照射すること

による加熱処理を実行する （ステップS 4 ) 。なお、半導体ウェハ一Wの温

度が室温から予備加熱温度 T に到達するまでの時間 （時刻 t 0 から時刻 t

1 までの時間）および予備加熱温度 T に到達 してからフラッシュランプF

L が発光するまでの時間 （時刻 t 1 から時刻 t 2 までの時間）はいずれも数

秒程度である。フラッシュランプF L がフラッシュ光照射を行うに際 しては

、予め電源ユニット9 5 によってコンデンサ 9 3 に電荷を蓄積 しておく。そ

して、コンデンサ 9 3 に電荷が蓄積された状態にて、制御部 3 のパルス発生

器 3 1 から I G B T 9 6 にパルス信号を出力 して I G B T 9 6 をオンオフ駆

動する。

[0064] 図 1 2 は、パルス信号の波形とフラッシュランプF L に流れる電流との相

関の一例を示す図である。ここでは、図 1 2 ( a ) に示すような波形のパル

ス信号がパルス発生器 3 から出力される。パルス信号の波形は、パルス幅

の時間 （オン時間）とパルス間隔の時間 （オフ時間）とをパラメータとして

順次設定 したレシピを入力部 3 3 から入力することによつて規定することが

できる。このようなレシピをオペ レータが入力部 3 3 から制御部 3 に入力す

ると、それに従って制御部 3 の波形設定部 3 2 は図 1 2 ( a ) に示すような

オ ンオ フを繰 り返すパルス波形を設定する。図 1 2 ( a ) に示すパルス波形

においては、前段に比較的パルス幅が長 くて間隔が短い複数のパルス P A が

設定され、後段に比較的パルス幅が短 くて間隔が長い複数のパルス P B が設

定されている。そして、波形設定部 3 2 によって設定されたパルス波形に従

つてパルス発生器 3 1 がパルス信号を出力する。その結果、 I G B T 9 6 の



ゲ一 卜には図 1 2 ( a ) のような波形のパルス信号が印加され、 I G B T 9

6 のオンオフ駆動が制御されることとなる。具体的には、 I G B T 9 6 のゲ

— 卜に入力されるパルス信号がオンのときには I G B T 9 6 がオン状態とな

り、パルス信号がオフのときには I G B T 9 6 がオフ状態となる。

[0065] また、パルス発生器 3 1 から出力するパルス信号がオンになるタイミング

と同期 して制御部 3 が トリガ一回路 9 7 を制御 して トリガ一電極 9 に高電

圧 （トリガ一電圧）を印加する。コンデンサ 9 3 に電荷が蓄積された状態に

て I G B T 9 6 のゲ一 卜にパルス信号が入力され、かつ、そのパルス信号が

オンになるタイミングと同期 して トリガ一電極 9 に高電圧が印加されるこ

とにより、パルス信号がオンのときにはガラス管 9 2 内の両端電極間で必ず

電流が流れ、そのときのキセノンの原子あるいは分子の励起によって光が放

出される。

[0066] 制御部 3 から I 丁9 6 のゲ一 卜に図 1 2 ( a ) の波形のパルス信号を

出力するとともに、該パルス信号が才ンになるタイミングと同期 して トリガ

—電極 9 に高電圧を印加することにより、フラッシュランプF L を含む回

路中に図 1 2 ( b ) に示すような波形の電流が流れる。すなわち、 I G B T

9 6 のゲ一 卜に入力されるパルス信号がオンのときにはフラッシュランプF

L のガラス管 9 2 内に流れる電流値が増加 し、オフのときには電流値が減少

する。なお、各パルスに対応する個々の電流波形はコイル 9 4 の定数によつ

て規定される。

[0067] 図 1 2 ( b ) に示すような波形の電流が流れてフラッシュランプF L が発

光する。フラッシュランプF L の発光出力は、フラッシュランプF L に流れ

る電流にほぼ比例する。従って、フラッシュランプF L の発光出力の出力波

形 （プロファイル）は図 1 3 に示すようなパターンとなる。図 1 3 に示す如

きフラッシュランプF L からの出力波形にて、保持部 7 に保持された半導体

ゥェハ 一Wの表面にフラッシュ光照射が行われる。

[0068] I G B T 9 6 を使用することなくフラッシュランプF L を発光させた場合

には、コンデンサ 9 3 に蓄積されていた電荷が 1 回の発光で消費され、フラ



ッシュランプ F L か らの出力波形は幅が 0 . 1 ミ リセカン ドない し 1 0 ミ リ

セカン ド程度のシングルパルスとなる。 これに対 して、本実施の形態では、

回路中にスィツチング素子たる I G B T 9 6 を接続 してそのゲ一 卜に図 1 2

( a ) のようなパルス信号を出力することにより、 コンデ ンサ 9 3 か らフラ

ッシュランプ F L への電荷の供給 を I G B T 9 6 によって断続 してフラッシ

ュランプ F L に流れる電流を制御 している。その結果、いわばフラッシュラ

ンプ F L の発光がチ ヨツバ制御 されることとな り、 コンデ ンサ 9 3 に蓄積 さ

れた電荷が分割 して消費され、極めて短い時間の間にフラッシュランプ F L

が点滅 を繰 り返す。なお、図 1 2 に示すように、電流値が完全に" 0 " にな

る前 に次のパルスが I G B T 9 6 のゲ一 卜に印加されて電流値が再度増加す

るため、 フラッシュランプ F L が点滅 を繰 り返 している間も発光出力が完全

に" 0 " になるものではない。

[0069] 図 1 3 に示す光の出力波形は、 2 段階の光照射を行 っているものとみなす

ことができる。すなわち、 フラッシュランプ F L が発光を開始 した時刻 t 2

か ら発光出力が最大 となる時刻 t 2 2 までの第 1 照射 と、時刻 2 2 か ら時

刻 t 2 3 にかけて発光出力が徐々に低下する第 2 照射 と、 によって構成 され

る 2 段照射を行 っている。

[0070] よ り詳細に述べれば、 まずパルス発生器 3 が I G B T 9 6 のゲ一 卜に比

較的パ ル ス幅が長 くて間隔が短い複数のパ ル ス P A を断続的に印加すること

によって、 I G B T 9 6 がオ ンオフを繰 り返 してフラッシュランプ F L を含

む回路 に電流が流れる。 この段階では、パルス幅が長 くて間隔が短い複数の

パルス P A が I G B T 9 6 のゲ一 卜に印加されるため、 I G B T 9 6 のオ ン

時間が才フ時間よりも長 くな り、 フラッシュランプ F L に流れる電流は全体

概観 と しては増大するようなのこぎり波形 となる （図 1 2 ( b ) の前段）。

このような波形の電流が流れてフラッシュランプ F L は、時刻 t 2 1 か ら時

刻 t 2 2 に向けて発光出力が増大する第 1 照射を行 う。

[0071 ] 次 に、パ ル ス発生器 3 1 が I G B T 9 6 のゲ一 卜にパ ル ス幅が短 くて間隔

が長い複数のパ ル ス P B を断続的に印加する。 この段階では、パ ル ス幅が短



くて間隔が長い複数のパルス P B が I G B T 9 6 のゲ一 卜に印加されるため

、上記とは逆に I G B T 9 6 の才ン時間が才フ時間よりも短 くなり、フラッ

シュランプF L に流れる電流は全体概観としては徐々に減少するようなのこ

ぎり波形となる （図 1 2 ( b ) の後段）。このような波形の電流が流れてフ

ラッシュランプF L は、時刻 t 2 2 から時刻 t 2 3 に向けて発光出力が徐々

に低下するような第 2 照射を行う。

[0072] 図 1 3 に示すような 2 段階のフラッシュ光照射を半導体ウェハ一Wの表面

に対 して行うことによって、半導体ゥェハ 一Wの表面温度は予備加熱温度 T

1 から目標温度 T 2 にまで昇温 し、当該表面の加熱処理が行われる。図 1 4

は、半導体ウェハ一Wの表面および裏面の温度プロファイルの一例を示す図

である。同図においては、表面および裏面の温度プロファイルを実線にて示

し、表裏面の温度差のプロファイルを点線にて示 している。

[0073] まず、時刻 t から時刻 t 2 までの第 1照射によって半導体ウェハ一

Wの表面温度が予備加熱温度 T から目標温度 T 2 にまで昇温する。目標温

度 T 2 は注入された不純物の活性化が達成される 1 0 0 0 °C以上 1 4 0 0 °C

以下であり、本実施形態では 1 1 0 0 °C としている。時刻 t から日寺亥 t

2 2 までの第 1照射によって半導体ウェハ一Wの表面温度が目標温度 T 2 に

まで昇温するときの昇温速度 （表面の昇温速度）は 1 0 0 0 °C / 秒以上であ

る。次に、時刻 t 2 2 から時刻 t 2 3 までの第 2 照射によって半導体ウェハ

—Wの表面温度が目標温度 T 2 から± 2 5 °C以内の範囲内に所定時間維持さ

れる。

[0074] ステップS 4 のフラッシュ加熱工程におけるフラッシュ光の照射時間、つ

まりフラッシュ光照射を開始する時刻 t から終了する時刻 t 2 3 までの

時間は、半導体ゥェハ一Wの表面から裏面への熱伝導時間よりも長時間であ

る。ここで、 「熱伝導時間」とは、フラッシュ光照射によって半導体ウェハ

—Wの表面に発生 した熱が裏面に伝導するのに要する時間である。熱伝導時

間は、半導体ウェハ一Wの材質および外寸によって規定されるものであり、

本実施形態の如き 3 0 O m mのシリコンウェハ一 （規格により厚さは0 .



7 7 5 m mに標準化されている）であれば約 1 5 ミリ秒である。すなわち、

ステツプS 4 のフラッシュ加熱工程においては、半導体ウェハ一Wの表面か

ら裏面への熱伝導に要する熱伝導時間よりも長時間である 1 5 ミリ秒以上に

わたってフラッシュ光を照射 して半導体ゥェハ一Wの表面を目標温度 T 2 に

フラッシュ加熱 している。

[0075] フラッシュ光照射によって半導体ゥェハ 一Wの表面に発生 した熱は裏面へ

と伝わり、裏面の温度も次第に上昇する。但 し、半導体ウェハ一Wの表面温

度を 1 0 0 0 °C / 秒以上で急激に昇温するフラッシュ加熱では、表面が先行

して昇温 した後に表面からの熱伝導によつて裏面が遅れて昇温するため、表

裏に温度差が生 じる。ステップS 4 のフラッシュ加熱工程における半導体ゥ

ェハ 一Wの表面と裏面との温度差は、予備加熱温度 T から目標温度 T 2 ま

での昇温温度 （ジャンプ温度）の半分以下となるようにしている。半導体ゥ

ェハ 一Wの表面と裏面との温度差は、フラッシュ加熱工程の全体にわたつて

、すなわちフラッシュ光が照射されている時刻 t から時刻 t 2 3 の間は

常に昇温温度の半分以下となるようにしている。本実施形態においては、予

備加熱温度 T = 5 0 0 °Cから目標温度 T 2 = 0 0 °C までの昇温温度が

6 0 0 °Cであるため、フラッシュ加熱工程における半導体ウェハ一Wの表面

と裏面との温度差が 3 0 0 °C以下となるようにしている。

[0076] 具体的には、 I G B T 9 6 は、半導体ウェハ一Wの表面から裏面への熱伝

導に要する熱伝導時間よりも長時間にわたって半導体ウェハ一Wの表面にフ

ラッシュ光を照射 して当該ウェハ一表面を目標温度 T 2 に加熱するようにフ

ラッシュランプF L への通電を制御する。また、 I G B T 9 6 は、半導体ゥ

ェハ ーWの表面温度が 1 0 0 0 °C / 秒以上の昇温速度にて予備加熱温度 T

から目標温度 T 2 にまで昇温するようにフラッシュランプF L への通電を制

御する。さらに、 I G B T 9 6 は、フラッシュランプF L がフラッシュ光を

照射 している期間の全体にわたって常に半導体ウェハ一Wの表面と裏面との

温度差が予備加熱温度 T から目標温度 T 2 までの昇温温度の半分以下とな

るようにフラッシュランプF L への通電を制御する。なお、図 1 1 の時刻ス



ケ一ルは秒であるのに対 して、図 1 4 の時刻スケールはミリ秒であるため、

図 1 4 の t 2 1 から t 2 3 はいずれも図 1 1 では t に重ねて表示されるも

のである。

[0077] フラッシュランプF L による第 2 照射が終了すると、 I G B T 9 6 がオフ

状態となってフラッシュランプF L の発光が停止 し （ステップS 5 ) 、半導

体ウェハ一Wの表面温度は目標温度 T 2 から降温する。このときに、半導体

ウェハ一Wの表面温度と裏面温度とが等 しくなる。図 1 1 に戻り、第 2 照射

が終了した後、所定時間が経過 した時刻 t 3 にハロゲンランプH L が消灯す

る （ステップS 6 ) 。これにより、半導体ウェハ一Wが予備加熱温度 T 1 か

らの降温を開始する。また、ハロゲンランプH L が消灯するのと同時に、シ

ャッタ一機構 2 がシャッター板 2 をハロゲン加熱部 4 とチャンバ一 6 との

間の遮光位置に揷入する （ステップS 7 ) 。ハロゲンランプH L が消灯 して

も、すぐにフィラメン トや管壁の温度が低下するものではなく、暫時高温の

フィラメン トおよび管壁から輻射熱が放射され続け、これが半導体ゥェハ一

Wの降温を妨げる。シャッター板 2 1 が揷入されることによって、消灯直後

のハロゲンランプH L から熱処理空間 6 5 に放射される輻射熱が遮断される

こととなり、半導体ウェハ一Wの降温速度を高めることができる。

[0078] また、シャッター板 2 が遮光位置に挿入された時点で放射温度計 1 2 0

による温度測定を開始する。すなわち、保持部 7 に保持された半導体ウェハ

—Wの下面からサセプタ一 7 4 の開口部 7 8 を介 して放射された赤外光の強

度を放射温度計 1 2 0 が測定 して降温中の半導体ウェハーWの温度を測定す

る。測定された半導体ゥ I ハ一Wの温度は制御部 3 に伝達される。

[0079] 消灯直後の高温のハロゲンランプH L からは多少の放射光が放射され続け

るのであるが、放射温度計 1 2 0 はシャッター板 2 1 が遮光位置に揷入され

ているときに半導体ゥェハ一Wの温度測定を行うため、ハロゲンランプH L

からチャンバ一 6 内の熱処理空間 6 5 へと向かう放射光は遮光される。従つ

て、放射温度計 1 2 0 は外乱光の影響を受けることなく、サセプタ一 7 4 に

保持された半導体ゥェハ一Wの温度を正確に測定することができる。



[0080] 制御部 3 は、放射温度計 1 2 0 によって測定される半導体 ゥヱハ一Wの温

度が所定温度 まで降温 したか否かを監視する。そ して、半導体 ウェハ一Wの

温度が所定以下にまで降温 した後、移載機構 1 0 の一対の移載 ァ一厶 1 1 が

再び退避位置か ら移載動作位置に水平移動 して上昇することにより、 リフ ト

ピン 1 2 がサセプタ一 7 4 の上面か ら突 き出て熱処理後の半導体 ウェハ一W

をサセプタ一 7 4 か ら受け取る。続いて、ゲ一 卜バル ブ 1 8 5 により閉鎖 さ

れていた搬送開口部 6 6 が開放 され、 リフ トピン 1 2 上に載置された半導体

ウェハ一Wが装置外部の搬送 ロボ ッ トにより搬出され （ステ ップS 8 ) 、熱

処理装置 1 における半導体 ウェハ一Wの加熱処理が完了する。

[0081 ] 本実施形態においては、 I G B T 9 6 のゲ一 卜にパ ル ス幅が長 くて間隔が

短い複数のパルス P A を断続的に印加することにより、 フラッシュランプ F

L の発光出力をゼロか ら最大値 にまで到達させる第 1 照射を行 っている。そ

して、 このような第 1 照射によって半導体 ウェハ一Wの表面温度 を予備加熱

温度 T か ら目標温度 T 2 にまで昇温 している。 このときの半導体 ウェハ一

Wの表面の昇温速度は 1 0 0 0 °C / 秒以上である。

[0082] 続 いて、 I G B T 9 6 のゲ一 卜にパルス幅が短 くて間隔が長い複数のパル

ス P B を断続的に印加することにより、 フラッシュランプ F L の発光出力を

最大値か ら徐々に低下させる第 2 照射を行 っている。そ して、 このような第

照射によって半導体 ウェハ一Wの表面温度 を目標温度 T 2 か ら± 2 5 °C以

内の範囲内に所定時間維持 している。

[0083] 注入された不純物の活性化に要する時間は極めて短 く、 フラッシュ加熱に

より半導体 ウェハ一Wの表面温度が目標温度 T まで昇温されることによつ

て不純物の活性化は瞬時に達成 される。 また、半導体 ウェハ一Wの表面温度

が目標温度 T 2 の近傍 に所定時間以上維持されることによって、不純物注入

時に半導体 ウェハ一W に導入された点欠陥が回復 される。

[0084] また、本実施形態においては、 フラッシュ加熱工程 におけるフラッシュ光

の照射時間を半導体 ウェハーWの表面か ら裏面への熱伝導 に要する熱伝導時

間よりも長時間と し、 さらにフラッシュ光を照射 している間は常に半導体 ゥ



ェハ一Wの表面と裏面との温度差を予備加熱温度 T から目標温度 Τ 2 まで

の昇温温度の半分以下としている。このため、フラッシュ加熱工程にて半導

体ゥ I ハ ー Wの表裏面の温度差が過大となることが抑制され、表裏面の熱膨

張差に起因 したウェハ一裏面への応力集中を緩和することができる。そして

、その結果、フラッシュ加熱時における半導体ウェハ一Wの割れを防止する

ことができる。

[0085] 以上、本発明の実施の形態について説明 したが、この発明はその趣旨を逸

脱 しない限りにおいて上述 したもの以外に種々の変更を行うことが可能であ

る。例えば、上記実施形態においては、 2 段階のフラッシュ光照射によって

半導体ウェハ一Wの表面温度を目標温度 Τ まで昇温 してからその目標温度

Τ 2 の近傍に所定時間維持 しているが、表面温度の温度プロファイルはこの

ようなパターンに限定されるものではない。例えば、熱伝導時間よりも長時

間をかけて半導体ウェハ一Wの表面温度を予備加熱温度 Τ から目標温度 Τ

2 にまで昇温 し、目標温度 Τ 2 に到達すると同時にフラッシュランプF L の

発光を停止 して表面を降温するようにしても良い。また、熱伝導時間よりも

短時間で半導体ウェハ一Wの表面温度を目標温度 Τ 2 にまで昇温 し、その後

も引き続きフラッシュ光照射を継続 して半導体ゥェハ一Wの表面加熱処理を

行うようにしても良い。

[0086] すなわち、本発明は、フラッシュ加熱工程全体におけるフラッシュ光の照

射時間を半導体ウェハーWの表面から裏面への熱伝導に要する熱伝導時間よ

りも長時間とし、さらにフラッシュ光を照射 している間は常に半導体ウェハ

—Wの表面と裏面との温度差を予備加熱温度 Τ から目標温度 Τ 2 までの昇

温温度の半分以下とするものであれば、半導体ウェハ一Wの表面温度のプロ

ファイルについては任意のものとすることができる。

[0087] また、上記実施形態においては、半導体ウェハ一Wの表面にフラッシュ光

を照射 して熱処理を行うようにしていたが、半導体ウェハ一Wの裏面にフラ

ッシュ光を照射するようにしても良い。具体的には、半導体ウェハ一Wの表

裏を反転させて保持部 7 に保持 （つまり、表面を下面として保持）させて上



記実施形態と同様の処理を行うようにすれば良い。また、熱処理装置の構成

をチャンバ一 6 の上側にハロゲン加熱部 4 を配置するとともに、下側にフラ

ッシュ加熱部 5 を配置 し、その熱処理装置にてフラッシュ加熱処理を行うよ

うにしても良い。半導体ウェハ一Wの裏面からフラッシュ光照射を行うよう

にしても、フラッシュ加熱工程全体におけるフラッシュ光の照射時間を熱伝

導時間よりも長時間とし、さらにフラッシュ光を照射 している間は常に半導

体ウェハ一Wの表面と裏面との温度差を予備加熱温度 T から目標温度 T 2

までの昇温温度の半分以下とする形態であれば良い。これにより、フラッシ

ュ加熱時の表裏面の温度差が過大になるのを抑制 し、表裏面の熱膨張差に起

因 したウェハ一表面への応力集中を緩和することができ、半導体ウェハ一W

の割れを防止することができる。

[0088] 要するに、半導体ウェハ一Wの一方面にフラッシュランプF L からフラッ

シュ光を照射 し、そのフラッシュ光の照射時間を半導体ウェハ一Wの一方面

から当該一方面とは反対側の主面である他方面への熱伝導に要する熱伝導時

間よりも長時間とし、さらにフラッシュ光を照射 している間は常に半導体ゥ

ェハ一Wの一方面と他方面との温度差を予備加熱温度 T から目標温度 T 2

までの昇温温度の半分以下とする形態であれば良い。このようにすれば、フ

ラッシュ加熱時の半導体ゥ I ハ一Wの表裏面の温度差が過大となるのが抑制

され、表裏面の熱膨張差に起因 したウェハ一一方面 （または他方面）への応

力集中を緩和することができ、半導体ウェハ一Wの割れを防止することがで

きる。

[0089] また、パルス信号の波形の設定は、入力部 3 3 から逐一パルス幅等のパラ

メータを入力することに限定されるものではなく、例えば、オペ レータが入

力部 3 3 から波形を直接グラフィカルに入力するようにしても良いし、以前

に設定されて磁気ディスク等の記憶部に記憶されていた波形を読み出すよう

にしても良いし、或いは熱処理装置 1 の外部からダウン口一 ドするようにし

ても良い。

[0090] また、上記実施形態においては、パルス信号がオンになるタイミングと同



期 して トリガ一電極 9 に電圧を印加するように していたが、 トリガ一電圧

を印加するタイミングはこれに限定されるものではな く、パルス信号の波形

とは無関係 に一定間隔で印加するように しても良い。 また、パルス信号の間

隔が短 く、あるパルスによってフラッシュランプ F L を流れた電流の電流値

が所定値以上残 つている状態で次のパルスによって通電を開始されるような

場合であれば、そのままフラッシュランプ F L に電流が流れ続 けるため、パ

ルス毎 に トリガ一電圧を印加する必要はない。上記実施形態の図 1 2 ( a )

のように、パ ル ス信号の全てのパ ル ス間隔が所定値 より短い場合には、最初

のパルスが印加されたときのみに 卜リガー電圧を印加するように しても良 く

、その後は トリガ一電圧を印加せずとも I G B T 9 6 のゲ一 卜に図 1 2 ( a

) のパルス信号を出力するだけで図 1 2 ( b ) のような電流波形 を形成する

ことができる。つまり、パルス信号がオ ンになるときに、 フラッシュランプ

F L に電流が流れるタィミングであれば、 卜リガ一電圧の印加タイミングは

任意である。

[0091 ] また、上記実施形態においては、スイッチング素子 と して I G B T 9 6 を

用いていたが、 これに代えてゲ一 卜に入力された信号 レベルに応 じて回路 を

オ ンオフできる他の トランジスタを用いるように しても良い。 もっとも、 フ

ラッシュランプ F L の発光には相当に大 きな電力が消費されるため、大電力

の取 り扱いに適 した I G B T 々 G T O (Gate Turn Off) サイ リスタをスィッチ

ング素子 と して採用するのが好ま しい。

[0092] また、 フラッシュランプ F L か らの多段階の光照射を行 うことができれば

、図 8 とは異なる回路構成であっても良い。例えば、 コイル定数の異なる複

数の電力供給回路 を 1 つのフラッシュランプ F L に接続するように しても良

し、。 さらに、多段階の光照射を行 うことができれば、光源 と してはフラッシ

ュランプ F L に限定されるものではな く、照射時間が 1 秒以下の光照射が可

能なものであれば良 く、例えば レーザであっても良い。

[0093] また、上記実施形態においては、 フラッシュ加熱部 5 に 3 0 本のフラッシ

ュランプ F L を備えるように していたが、 これに限定されるものではな く、



フ ラ ッシ ュ ラ ン プ F L の 本 数 は任 意 の数 とす る こ とが で き る。 また、 フ ラ ッ

シ ュ ラ ン プ F L は キ セ ノ ン フ ラ ッシ ュ ラ ン プ に 限 定 され る も の で は な く、 ク

リプ トン フ ラ ッシ ュ ラ ン プで あ って も 良 い。 また、 ハ ロゲ ン加 熱 部 4 に備 え

るハ ロゲ ン ラ ン プ H L の 本 数 も 4 0 本 に 限 定 され る も の で は な く、 任 意 の数

とす る こ とが で き る。

[0094] ま た 、 上 記 実 施 形 態 に お い て は、 ハ ロゲ ン ラ ン プ H L か らの ハ ロゲ ン光 照

射 に よ って 半 導 体 ウ ェハ 一 W を予 備 加 熱 す る よ う に して い た が、 予 備 加 熱 の

手 法 は これ に 限 定 され る も の で は な く、 ホ ッ 卜プ レー 卜に載 置 す る こ と に よ

つて 半 導 体 ウ ェハ 一 W を予 備 加 熱 す る よ う に して も 良 い。

[0095] ま た 、 本 発 明 に係 る熱 処 理 装 置 に よ って 処 理 対 象 とな る基 板 は 3 O O m

m の シ リコ ンの 半 導 体 ウ ェハ 一 に 限 定 され る も の で は な く、 例 え ば 2 0 0

m m また は 4 5 0 m m の 半 導 体 ウ ェハ 一 で あ って も 良 い。 半 導 体 ウ ェハ 一

の径 が異 な る と規 格 に基 づ く厚 さ も異 な る た め 、 一 方 面 か ら他 方 面 へ の 熱 伝

導 に要 す る熱 伝 導 時 間 が異 な る。 この 場 合 で あ って も、 フ ラ ッシ ュ光 の 照 射

時 間 を一 方 面 か ら他 方 面 へ の 熱 伝 導 に要 す る熱 伝 導 時 間 よ りも長 時 間 と し、

フ ラ ッシ ュ光 を照 射 して い る 間 は 常 に半 導 体 ウ ェハ 一 の 一 方 面 と他 方 面 との

温 度 差 を予 備 加 熱 温 度 T か ら 目標 温 度 T 2 ま で の 昇 温 温 度 の 半 分 以 下 とす

れ ば、 表 裏 面 の 熱 膨 張 差 に起 因 した ウ ェハ 一一方 面 （また は他 方 面 ） へ の 応

力 集 中 を緩 和 して 半 導 体 ウ ェハ 一 の 割 れ を 防 止 す る こ とが で き る。

[0096] ま た 、 本 発 明 に係 る熱 処 理 装 置 に よ って 処 理 対 象 とな る基 板 は、 シ リ コ ン

の 半 導 体 ウ ェハ 一 の表 面 に所 定 の膜 を形 成 した も の で あ って も 良 い。 例 え ば

、 半 導 体 ウ ェハ 一 の表 面 に レジ ス 卜膜 を形 成 した 場 合 に は、 フ ラ ッシ ュ光 照

射 に よ って 露 光 後 べ 一 ク処 理 （PEB: Post Exposure Bake) や 塗 布 後 べ 一 ク処 理 （

PAB: Post App l i ed Bake) を行 う こ とが で き る。 これ らの 熱 処 理 に必 要 な 目標

温 度 は比 較 的低 い （1 0 0 °C ~ 2 0 0 °C ) た め 、 レジ ス 卜膜 を形 成 した 半 導

体 ウ ェハ 一 に対 して は裏 面 か らフ ラ ッシ ュ光 照 射 を行 うの が 好 適 で あ る。

[0097] ま た 、 半 導 体 ウ ェハ 一 の表 面 に ニ ッケ ル 膜 を成 膜 し、 本 発 明 に係 る熱 処 理

装 置 に よ って フ ラ ッシ ュ加 熱 処 理 を施 して ニ ッケ ル シ リサ イ ドを形 成 す る よ



うにしても良い （シリサイ ド化）。さらに、半導体ウェハ一の表面にハフ二

ゥ厶などを含む高誘電率膜 （H i gh-k 膜）を形成 し、本発明に係る熱処理装置

によってフラッシュ加熱処理を施 して高誘電率膜の結晶化を促進するように

しても良い。これらの熱処理には、不純物の活性化よりは長時間が必要であ

り、フラッシュ加熱工程全体におけるフラッシュ光の照射時間を熱伝導時間

よりも長時間とすることにより、半導体ゥェハ一Wの表面を必要な温度に必

要な時間加熱 して所望の処理を行うことができる。そして、フラッシュ光を

照射 している間は常に半導体ウェハ一の表面と裏面との温度差を予備加熱温

度 T から目標温度 T 2 までの昇温温度の半分以下とすることにより、表裏

面の温度差が過大となるのを抑制 し、表裏面の熱膨張差に起因 した応力集中

を緩和 して半導体ゥェハ一の割れを防止することができる。

[0098] また、本発明に係る熱処理装置によって処理対象となる基板は、液晶表示

装置などのフラッ卜パネルディスプレイに用いるガラス基板や太陽電池用の

基板であっても良い。また、本発明に係る技術は、金属とシリコンとの接合

、或いはポリシリコンの結晶化に適用するようにしても良い。

符号の説明
[0099] 熱処理装置

シャツタ一機構

3 制御部

4 ハロゲン加熱部

5 フラッシュ加熱部

6 チャンバ一

保持部

0 移載機構

2 1 シャツタ一板

2 スライ ド駆動機構

3 パルス発生器

3 波形設定部



3 3 入力部

6 1 チ ャンバ一側部

6 2 凹部

6 3 上側チャンバ一窓

6 4 下側チ ャンバ一窓

6 5 熱処理空間

7 4 サセプター

9 1 卜リガ一電極

9 2 ガラス管

9 3 コンデ ンサ

9 4 コイル

9 6 I G B T

9 7 卜リガー回路

F し フラッシュランプ

H し ハ ロゲ ンランプ

W き導体 ウェハー



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板 に光 を照射することによって該基板 を加熱する熱処理方法であ

つて、

基板 を所定の予備加熱温度 にて加熱する予備加熱工程 と、

前記基板の一方面 にフラッシュランプか らフラッシュ光 を照射 し、

前記一方面 を目標温度 に加熱するフラッシュ加熱工程 と、

を備 え、

前記 フラッシュ加熱工程 におけるフラッシュ光の照射時間は前記一

方面か ら前記一方面 とは反対側の面である他方面への熱伝導 に要する

熱伝導時間よ りも長時間であ り、

前記 フラッシュ加熱工程 における前記一方面 と前記他方面 との温度

差 は、前記予備加熱温度か ら前記 目標温度 までの昇温温度の半分以下

である熱処理方法。

[ 請求項2] 請求項 1 記載の熱処理方法 において、

前記 フラッシュ加熱工程 における前記一方面の昇温速度 は 1 0 0 0

°C / 秒以上である熱処理方法。

[ 請求項3] 請求項 1 記載の熱処理方法 において、

前記基板 はシ リコンの半導体 ゥ I ハーである熱処理方法。

[ 請求項4] 請求項 1 記載の熱処理方法 において、

前記 フラッシュ加熱工程では、 コンデ ンサか ら前記 フラッシュラン

プへの電荷の供給 をスィ ツチ ング素子によって断続することによ り前

記 フラッシュランプの発光出力を制御する熱処理方法。

[ 請求項 5] 基板 に光 を照射することによって該基板 を加熱する熱処理装置であ

つて、

基板 を収容するチャンバ一 と、

前記チャンバ一内にて基板 を保持する保持手段 と、

前記保持手段 に保持 された基板 を所定の予備加熱温度 に加熱する予

備加熱手段 と、



前記保持手段 に保持 された基板 にフラッシュ光 を照射するフラッシ

ュランプと、

前記 フラッシュランプの発光出力を制御する発光制御手段 と、

を備 え、

前記発光制御手段 は、前記保持手段 に保持 された基板の一方面 に、

前記一方面か ら前記一方面 とは反対側の面である他方面への熱伝導 に

要する熱伝導時間よ りも長時間にわた ってフラッシュ光 を照射 して前

記一方面 を目標温度 に加熱 し、前記一方面 と前記他方面 との温度差が

前記予備加熱温度か ら前記 目標温度 までの昇温温度の半分以下 となる

ように前記 フラッシュランプの発光出力を制御する熱処理装置。

請求項 5 記載の熱処理装置 において、

前記発光制御手段 は、前記一方面の温度が 1 0 0 0 °C / 秒以上の昇

温速度 にて前記予備加熱温度か ら前記 目標温度 にまで昇温するように

前記 フラッシュランプの発光出力を制御する熱処理装置。

請求項 5 記載の熱処理装置 において、

前記基板 はシ リコンの半導体 ゥェハ一である熱処理装置。

請求項 5 記載の熱処理装置 において、

前記発光制御手段 は、 コンデ ンサか ら前記 フラッシュランプへの電

荷の供給 を断続することによ り前記 フラッシュランプの発光出力を制

御するスィ ツチ ング素子を含む熱処理装置。



























INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
H01 L21 / 2 6 ( 2 6 1 ) i , H01L21 / 2 6 5 ( 2 0 0 . 0 1 ) i , H01 L21 /33 6 ( 2 0 0 . 0 1 ) i
H01 L29/ 7 8 { 2 0 0 6 . 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
H 0 1 L 2 1 / 2 6 , H 0 1 L 2 1 / 2 6 5 , H 0 1 L 2 1 / 3 3 6 , H 0 1 L 2 9 / 7 8

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2012
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2012 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2012

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

J P 2 0 0 9 - 0 9 9 7 5 8 A ( Dainippon S creen Mfg . C o . 8
Ltd . ) ,
0 7 May 2 0 0 9 ( 0 7 . 0 5 . 2 0 0 9 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 8 ] t o [ 0 0 6 0 ]
& US 2 0 0 9 / 0 1 0 3 9 0 6 A l

A J P 2 0 0 9 - 0 7 0 9 4 8 A ( Dainippon Screen Mfg . 8
Ltd . ) ,
0 2 Apri l 2 0 0 9 ( 0 2 . 0 4 . 2 0 0 9 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 8 ] t o [ 0 0 5 7 ]
& US 2 0 0 9 / 0 0 6 7 8 2 3 A l & CN 1 0 1 3 8 8 3 3 4 A
& K R 1 0 - 2 0 0 9 - 0 0 2 7 5 7 9 A & T W 2 0 0 9 2 6 3 0 2 A

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
1 8 De cember , 2 0 1 2 ( 1 8 . 1 2 . 1 2 ) 0 8 January , 2 0 1 3 ( 0 8 . 0 1 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A J P 2 0 1 0 - 1 1 4 1 4 5 A ( Dainippon Screen Mfg . Co . , 8
Ltd . ) ,
2 0 May 2 0 1 0 ( 2 0 . 0 5 . 2 0 1 0 ) ,
paragraph s [ 0 0 6 2 ] t o [ 0 0 6 5 ] , [ 0 0 7 1 ] t o [ 0 0 7 4 ]
& US 2 0 1 0 / 0 1 1 1 5 1 3 A l

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (My 2009)



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 7 6 9 1 4

A . 発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01L21/26 (2006. 01) i ，H01L21/265 (2006. 01) i ，H01L21/336 (2006. 01) i ，H01L29/78 (2006. 01) i

B . — 調査 を行った分野
調査 を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01L21/26, H01L21/265, H01L21/336, H01L29/78

最小限資料以外の資料で調査 を行 った分野に含まれ るもの

日本国実用新案公報 9 2 2 - 1 9
日本国公 開実用新案公報 9 7 1 - 2 0
日本国実用新案登録公報 9 9 6 - 2 0
日本国登録実用新案公報 9 9 4 - 2 0

国際調査で使用 した電子デ、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )
6222
年年年年

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項 の番号

X JP 2009-099758 A (大 日本 ス ク リー ン製造株式会社） 2009. 05. 07 1-8

段落 0 0 1 8 — 0 0 6 0 & US 2009/0103906 A 1

JP 2009-070948 A (大 日本 ス ク リー ン製造株式会社） 2009. 04. 02, 1-8

段落 0 0 1 8 — 0 0 5 7 & US 2009/0067823 A 1 & CN 101388334 A

& KR 10-2009-0027579 A & TW 200926302 A

JP 2010-114145 A (大 日本 ス ク リー ン製造株式会社） 2010· 05· 20， 1-8

段落 0 0 6 2 — 0 0 6 5 、0 0 7 1 — 0 0 7 4 & US 2010/0111513 A 1

Γ c 欄の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のある文献ではなく、一般的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又は優先 日後 に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許 であるが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又は他 の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
8 . 2 . 2 0 1 2 0 8 . 0 1 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 5 F 9 3 5 5

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 岩本 勉
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 5 1 6

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ページ） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

